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研究成果の概要（和文）： コミュニティマネジメント過程を明らかにし、それとケースマネジメントの連結で、ソー
シャルワーク論の確立を目指した。その結果、コミュニティマネジメントは、「地域活動の実施とモニタリング」「地
域の情報収集」「地域活動実施準備」「地域活動プランニング」「地域アセスメント」の5因子で構造化されているこ
と、コミュニティマネジメントはケースマネジメントと同じPDCAサイクルで展開していること、ケースマネジメントで
の個別ニーズへの対応から地域ニーズが抽出され、地域ニーズに対応したコミュニティマネジメントの展開により、ケ
ースマネジメントとコミュニティマネジメントが循環していることを明らかにした。 

研究成果の概要（英文）：The object of this research is to clarify the process of community management 
focused on organizations and community compared with case management focused on clients and their family 
members and to establish social work theory by combining case management and community management. From 
two studies, we found the following: (1) Community management consists of five factors, “implementation 
and monitoring of community activity”, “gathering information on the community”, “preparation for 
implementation of community activity”, “planning of community activity” and “assessment of the 
community”; (2) The process of community management is a PDCA cycle similar to case management; (3) Case 
management and community management recur in such a way that the community’s needs are derived based on 
individuals’ needs identified from case management, and a community management solution is developed for 
the community’s needs.

研究分野： 社会福祉学

キーワード： ケースマネジメント　コミュニティマネジメント　ソーシャルワーク　地域活動　PDCA　個別ニーズ　
地域ニーズ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 地域包括ケアシステムの構築が求められ
ているが、そこでは高齢者の多様なニーズや
地域特性に合った生活支援サービスの創設
が必要とされ、介護サービス事業者以外にも
ＮＰＯ、民間企業、協同組合、ボランティア、
社会福祉法人、民生委員等の地域の団体や機
関などの多種多様な事業主体の参加による
重層的なサービス提供が求められている。し
かしながら、こうした生活支援サービスを創
設し、利用者に包括的・継続的なケアが提供
していく地域での体制や仕組みの具体的な
つくり方については明示されていない。地域
包括支援センターは「地域住民の心身の健康
の保持及び生活の安定のために必要な援助
を行うことにより、その保健医療の向上及び
福祉の増進を包括的に支援することを目的
とする施設」（介護保険法第 115 条 45）とさ
れており、地域包括ケアシステムの実現に向
けての中心的役割を果たすことが求められ
ている。具体的には、地域ケア会議をもとに、
地域包括支援センターは個別サービスのコ
ーディネートを行い、さらには地域の課題を
明らかにし、その課題解決に向けて地域活動
を創設していくことになっている。本研究で
は地域活動を「地域包括支援センターが核に
なり、新たに創設する地域活動」と定義し、
地域ケア会議を介していかに地域活動をし
ていくのかを明らかにすることが必要にな
っている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、「ケースマネジメントと

コミュニティマネジメントの連結によるソ
ーシャルワーク論の確立」を目指すために、
既に展開過程も一定明らかになり、実践も蓄
積されている個人や家族を対象にしたケー
スマネジメントを基本にして、地域やそこで
の組織を対象にしたコミュニティマネジメ
ントの展開過程を明らかにし、両者を連結す
ることで、ソーシャルワークの理論の確立を
目指すことにある。具体的には、地域包括支
援センターがいかに地域活動を推進してい
くかを明らかにすることで、コミュニティマ
ネジメントの方法を明らかにする。これにつ
いては、２つの方法で実施していくこととし
た。 
第 1の研究は質的研究であり、その目的は、
地域包括支援センターが地域活動を推進し
ていくプロセスを帰納的に分析し、概念生成
をすることとした。第 2に研究は量的研究で
あり、その目的は、地域包括支援センター職
員が地域活動として取り組んでいる実践に
ついて、その実践度および実践構造を明確に
することである。これら２つの研究を通じて、
地域活動を推進していくことでのコミュニ
ティマネジメントの方法を明らかにするこ
とにある。 
 
 

３．研究の方法 
 研究の方法を、以下の 2点に分けて説明す
る。 
(1)第 1 の研究は、地域活動に取り組んでお
り、全国地域包括・在宅介護支援センター協
議会がモデルセンターと位置付けている4か
所の地域包括支援センターを調査対象者と
し、研究協力の同意が得た後に、管理者に対
して面接調査を実施した。面接調査の期間は、
2013 年 12 月から 2014 年３月に実施した。面
接時間は約 80 分から 120 分で、平均約 100
分程度であった。インタビューの内容は、開
始時に調査対象者の同意を確認し、書面にて
同意を得た上で、インタビューの内容は IC
レコーダーに録音し、逐語録化している。面
接調査は、インタビューガイドをもとに半構
造的面接法にて実施した。なお、調査対象者
の語りの内容に応じて質問の順序変更や補
足を適宜行った。次のインタビューガイドに
基づいて実施した。 
・地域活動はどのように発足、展開していっ
たのか（実施経緯、活動展開）。 
・地域活動の協力者をどのように集めたのか、
その後、地域活動や協力者はどのように変化
していったのか。  
・地域住民はどのように活動に参加したのか、
その後、どのような変化があったのか。 
・どのような地域を作っていきたいのか地域
の全体像をふまえたビジョンを地域活動担
当者がどのように捉えているのか。 
・個別ケースの課題から地域課題を発見し、
それをもとに地域活動、ネットワーク構築に
つなげているのか。 
・地域活動担当者と関係機関、地域住民がど
のようにつながっていくのか、その関係性は
どうなのか。 
・地域活動担当者として地域の目標をどのよ
うに捉えているのか。 
・地域活動の効果とその後の地域ネットワー
ク構築への影響はどうなのか。 
 
(2)第 2 の研究は、各都道府県のホームペー
ジに掲載されている地域包括支援センター
一覧から、人口規模に合わせて層化無作為抽
出法により合計1,000か所の地域包括支援セ
ンターを抽出した。郵送による配付および回
収を行い、調査票への記入は自記式であり、
回答者は「包括支援センター全体の取り組み
としての実践度」を測ることを目的に、原則
として「センター長である者」と指定した。
調査期間は、平成 27 年 2月 28 日から 3月 13
日までであった。調査項目は、「法人の概要」、
「回答者の属性」、「地域ケア会議の実施状
況」、「地域活動実施状況」、「生活支援コーデ
ィネーターへの期待」の５つの大項目を設定
した。「法人の概要」では、運営している法
人、開設年、担当圏域の状況などの質問項目
を設定した。「回答者の属性」では、性別、
年齢、保有資格、所属年数などの質問項目を
設定した。「地域ケア会議の実施状況」では、



地域ケア個別会議や地域ケア推進会議の開
催状況などを尋ねる質問項目を設定した。
「地域活動実施状況」では、地域包括支援セ
ンターとして取り組んでいる地域活動の具
体的実施状況について、計 37 項目の質問項
目を設定し、それぞれに 6件法の回答選択肢
（「まったく実施していない」～「十分に実
施している」）を設けて回答を求めた。具体
的な質問項目については、先行研究をもとに
「地域アセスメント」「地域活動プランニン
グ」「地域活動の実施」「地域活動の評価」
（PDCA サイクル）を基本的な流れとして、そ
れぞれの概念を構成すると考えられる質問
項目を設定した。「生活支援コーディネータ
ーへの期待」では、生活支援コーディネータ
ーに対する期待や連携の展望に関する質問
項目を設定した。1,000 箇所に発送し、355
票（回収率 35.5％）を回収した。 
 
４．研究成果 
(1)第 1 の研究は、修正版グラウンデッド・
セオリー・アプローチ（Modified Grounded 
Theory Approach 以下 M-GTA とする）を用い
て分析した。分析テーマを「地域包括支援セ
ンターの地域活動推進による地域ネットワ
ークづくりの方法」、分析焦点者を「地域活
動および地域ネットワークづくりを担当し
ている職員」とした。収集したデータから、
文章ごとにテーマに関連する箇所に着目し、
それを１つのヴァリエーション（具体例）と
し、それを解釈し概念化していった。 
 概念生成を進めた結果、生成された概念は
３９概念（以下名称を「 」で示す）であり、
６つのカテゴリー（以下、名称を【 】で示
す）、サブカテゴリー（以下、名称を＜ ＞
で示す）を生成し、以下のストーリーライン
を組み立てた（結果図）。 
①【地域ネットワーク構築の基盤】の構成 
 地域ネットワークを構築する際の基盤づ
くりとして、地域との信頼関係を構築するこ
とを目的とした実践を【地域ネットワーク構
築の基盤】とした。これは、職員が地域ネッ
トワークをつくる実践において土台となる
ものである。地域との信頼関係を構築するた
めに行う最初の取り組みは、＜住民・団体と
協働するための取り組み＞であり、まずは住
民・団体と顔見知りの関係になるため「積極
的に地域に出向き住民・団体との関係を意識
的に作る」。その際、住民・団体のことを深
く理解するために「地域の人々の意見や態度、
関係を理解する」こととしている。住民・団
体に地域活動に協力してもらう関係性をつ
くるためには、先に職員が地域の要望に応え
ることで、住民に意向を聞いてもらえる関係
を築くために、時間をかけて「ギブアンドテ
イクの関係」を構築していた。そのような関
係性を構築したうえで、住民・団体を「事業
に巻き込む」ことにつながり、地域活動事業
をとおして住民と一緒に考えて取り組むこ
とで、互いの距離が縮まり信頼が深まってい

くことが伺えた。この＜住民・団体と協働す
るための取り組み＞を職員が「実務経験によ
る継続的プロセス」において、地域住民や団
体との関わりを数年の歳月をかけて継続し
ていく中で、「地域との信頼関係構築」に至
っていた。また、今回の調査対象機関である
地域包括支援センターは、母体法人である社
会福祉法人、医療法人、社会福祉協議会など
が事前に地域との関係性を構築しており、
「母体法人が形成している地域基盤」ができ
ていたため、地域に介入する際の地域からの
受け入れが可能であった。 
②地域活動推進のプロセス、【地域アセスメ
ント】【地域活動の計画・準備】【地域活動の
実施】の構成 
地域活動を推進していくプロセスは、【地域
アセスメント】により抽出したニーズから
【地域活動の計画・準備】をし、【地域活動
の実施】へと移行する。【地域活動の実施】
の中で新たな課題を抽出した場合には、再度、
【地域アセスメント】を行ったり、【地域活
動の計画・準備】の修正を行いながら、地域
活動を実施していく。 

 
(2)第 2 の研究については、地域包括支援セ
ンターが地域活動として取り組んでいる実
践について、その実践度および実践構造を明
確にするために、「地域活動実施状況」とし
て回答を得た 37 項目について主因子法斜交
モデルによる因子分析を行い、どのような実
践傾向が見られるのかの分析を行った。因子
分析の結果、表 1 に示すように計 37 項目か
ら成る 5つの因子が抽出された。また、それ



ぞれの因子を構成する質問項目から各因子
に命名を行い、信頼性（内的一貫性）を、
Cronbach’αより確認した（表１）。 
 第 1因子は、地域活動を実施していくうえ
での運営方法に関わる項目と、その活動の評
価に関する項目によって構成されていた。地
域活動の評価は、活動の実施に合わせて随時
行われるべきものであり、今回の分析におい
ても同一の因子として析出されたものと考
え、「地域活動の実施とモニタリング」と命
名した。第 2因子は、地域に関わる種々の情
報についての情報収集実践が一つの因子と
して収束していたことから、「地域の情報収
集」と命名した。第 3因子は、地域活動を展
開する事前準備として行われていた、地域住
民への地域活動の周知（内容・目的・担い手・
規模）、根回し等に関する項目によって構成
されていたことから「地域活動実施準備」と
命名した。第 4因子は、地域活動の内容や目
的、担い手や規模を計画するプロセスを表す
項目から構成されていたことから、「地域活
動プランニング」と命名した。第 5 因子は、
情報収集で得られた地域の情報を専門的な
視座から読み解き、地域のニーズを見極める
実践を表す項目で構成されていたことから
「地域アセスメント」と命名した。また、そ
れぞれの因子間相関をピアソンの積率相関
係数によって測定したところ、全ての因子間
に正の相関が確認され（0.1％水準で有意）、
析出された因子が相互に関連し合って「地域
活動」として実践されていることが明らかと
なった。 
 
 (3)コミュニティマネジメントについては、
ケース（個人やその家族）のマネジメントの
対に、コミュニティ（地域社会やそこでの組
織）のマネジメントがあり、両者が統合され
ることで、ソーシャルワークが確立するとし
たが、このコミュニティマネジメントは、あ
る意味では、ソーシャルワークではコミュニ
ティワーク（コミュニティオーガニゼーショ
ン）とグループワークを一体化したものであ
り、マクロ・ソーシャルワークに置き換える
こともできる。そのため、本研究を進めるに
あたっては２つの調査研究を行った。第 1の
研究で、コミュニティマネジメントの展開過
程を明らかにした。ここから、コミュニティ
マネジメントの展開過程を明らかにしただ
けでなく、ケースマネジメントとの連結点を
明らかにすることができた。ケースマネジメ
ントの個別ニーズへの対応から地域ニーズ
が抽出され、地域ニーズに対応したコミュニ
ティマネジメントが展開することで、新たな
個別ニーズの発見へと、ケースマネジメント
とコミュニティマネジメントは循環してい
ることが明らかになった。同時に、コミュニ
ティマネジメントが PDCA サイクルで展開し
ていくことが明らかになった。第 2の研究結
果からは、コミュニティマネジメントの構造
を明らかにすることができた。コミュニティ

表 1 地域活動に対する取り組み（37項目）
の因子分析結果 

 
マネジメントの業務は、「地域活動の実施と
モニタリング」「地域の情報収集」「地域活動
実施準備」「地域活動プランニング「地域ア
セスメント」」の 5 つの因子で構造化されて
いることが示された。以上の２つの調査から、
ケースマネジメントとコミュニティマネジ
メントは、個人か地域かの対象は異なるとし
ても、生活上での課題を導き出し、そこから
社会資源に結び付けていく PDCA サイクルで
あることでは全く共通していることが明ら
かになった。但し、個々の展開過程そのもの
は同じであるが、そこで活用される方法や技
術には重点が異なることが分かった。同時に、

地域活動に対する取り組み（37 項目）
因子 

F1 F2 F3 F4 F5 

地域活動の成果の評価 .956 -.007 .016 -.023 -.066 

地域活動の継続に向けた人材育成 .874 -.023 -.100 -.038 .082 

評価を踏まえた活動計画の修正・変更 .872 -.076 -.077 .182 -.003 

地域活動の内容・担い手等の適切性評価 .864 -.066 .124 -.012 -.030 

目的達成に向けた地域活動の評価 .836 -.033 .138 -.009 -.016 

包括からの地域活動主体の移行 .777 .042 -.109 -.030 .070 

地域活動の継続性確保のための計画 .763 -.107 -.027 .190 .023 

活動成果の住民へのフィードバック .730 -.060 .044 .090 .090 

地域活動の担い手確保の取り組み .649 .065 .254 -.155 .053 

担い手間の共通認識形成 .619 .012 .335 -.104 .034 

段階的な地域活動の実施 .598 .165 .247 -.001 -.093 

柔軟な地域活動の実施 .509 .188 .388 -.024 -.171 

地域内の人間関係の把握 .093 .974 -.167 -.047 -.146 

地域内のキーパーソンの把握 -.009 .882 -.100 .088 -.095 

地域住民の意識把握 .123 .748 -.009 -.054 .059 

住民組織の把握 -.209 .742 .081 .028 .064 

地域住民の主義・主張の把握 .112 .721 -.035 -.060 .068 

自身を知ってもらうために地域へ出向く .116 .633 .018 .061 -.182 

包括職員間での地域情報の共有 -.020 .611 -.044 .092 -.117 

住民組織等の活動状況の把握 -.062 .606 .131 -.093 .208 

地域資源間の関係性の把握 -.045 .552 .108 -.008 .100 

統計資料等による地域情報の把握 -.161 .526 -.022 .114 .061 

地域における問題状況の把握 -.014 .397 .173 -.124 .386 

地域住民への活動内容の説明 .093 -.052 .882 .047 -.002 

地域住民への担い手の説明 .122 -.103 .873 .014 .047 

地域住民への活動目的の説明 .046 -.023 .847 .065 .053 

地域住民への活動規模の説明 .159 -.056 .745 .031 .084 

地域活動の提案をする人物の見極め .075 .216 .569 .174 -.135 

地域活動の具体的目的の設定 .045 .008 .132 .855 -.057 

地域活動の具体的内容の設定 .138 .015 .084 .808 -.084 

地域活動の具体的担い手の設定 -.004 .006 .311 .614 .038 

NW 構築を意図した地域活動計画作成 .282 .087 -.213 .492 .233 

地域活動を展開する規模の設定 -.042 .073 .423 .491 .011 

既存資源で対応できない問題の把握 .061 -.039 .032 -.089 .868 

既存資源で対応可能な問題の検討 -.018 .077 .028 .073 .738 

多角的な視点による地域の実情把握 .008 .404 .078 -.037 .496 

問題解決を意図した地域活動計画の作成 .268 .119 -.222 .316 .447 

因子抽出法: 主因子法  KMO 標本妥当性= .960     回転法: Kaiser の正規化を伴

うﾌﾟﾛﾏｯｸｽ法 



ケースマネジメントとコミュニティマネジ
メントは連動しており、循環していることも
明らかになった。これらのことから、両者を
一体化するソーシャルワーク論を構築して
いく方向付けができた。 
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